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企業におけるメンタルヘルス不調による
休職者の職場復帰に向けた対応
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背景と目的

• メンタルヘルス不調による休職者の「職場復帰における
支援」に取組む事業所は増加傾向
（H25:17.5%→H30:22.5%)（労働安全衛生調査, 2014;2019)

• 企業の「職場復帰における支援」とは？

復職時や復職後に事業所内で人事・労務担当者や
産業保健スタッフが実施する就業上の措置
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背景

目的

企業がどのような「職場復帰における支援」を実施し
ているか明らかにする
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方法

•調査対象 上場企業3,740社

•調査期間 2019年10~11月

•回収状況 465社（12.4%）から回収

•調査項目（本発表で結果を報告するもの）

①回答企業の状況
（規模、業種、休職制度、復職者の状況）

②休職者等に対して実施している措置

（休職期間中、復職時または復職後）
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結果|回答企業の特徴

•回答企業の規模
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100人未満

13.1%

100～299人

25.0%

300～999人

31.0%

1000人以上

27.1％

無回答

3.9%

割合（%)
鉱業、採石業、砂利採取業 0.2 

建設業 8.0 

製造業 37.9 

電気・ガス・熱供給・水道業 0.4 

情報通信業 8.6 

運輸業、郵便業 3.0 

卸売業、小売業 17.0 

金融業、保険業 4.7 

不動産業、物品賃貸業 2.6 

学術研究、専門・技術サービス業 1.7 

宿泊業、飲食サービス業 3.2 

生活関連サービス業、娯楽業 1.1 

教育、学習支援業 0.2 

医療、福祉 0.4 

サービス業（他に分類されないもの） 9.9 

無回答 1.1 

•回答企業の業種

n = 465

n = 465
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結果|休職制度

• 98.3％の企業に休職制度あり

•休職制度の最長期間

→6か月超～2年までの期間の企業が多い
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3か月まで

4.6% 3か月超から

6か月まで

7.4%

2年超から2年

6か月まで

7.9%

2年6か月超から

3年まで

10.7%

3年超

5.9%

上限なし

1.1%

無回答

0.4%

n = 457

6か月超から
1年まで, 18.8%

1年超から1年6か月まで, 
21.2％

1年6か月超から
2年まで, 21.9%
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結果|休職者数と復職の状況

• 64.1％注1の企業で1人以上の休職者がいる

•過去3年間の復職状況

→ 半数の企業で休職者の7割以上が復職
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全員

11.3%

ほとんど全員

（9割程度以上）

22.6%

７～8割程度

24.1%

4～6割程度

20.1%

2～3割程度

8.5%

1割（以内）程度

3.3%

全員復職しな

かった

6.5%

休職者なし

2.0%
無回答

1.8%

n = 399

（注1:割合には無回答を含む）

第28回職業リハビリテーション研究・実践発表会



90.6 

88.2 

59.1 

48.4 

47.0 

37.6 

34.8 

27.4 

5.0 
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診断書の提出の指示

定期的な電話、メールによる…

定期的な訪問、面談による…

試し出社

休職者同意の下、主治医からの…

個別復職計画書の作成と…

生活リズムの記録と共有

事業場外資源の利用推奨

その他
(%)

定期的な電話、メールによる
連絡、状況確認、相談
定期的な電話、メールによる

連絡、状況確認、相談

定期的な訪問、面談による
連絡、状況確認、相談

休職者同意の下、主治医からの
診断書以外の情報や意見の収集

個別復職計画書の作成と
休職者、上司との共有

結果|休職期間中の措置
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n = 457
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結果|復職時または復職後の措置
67.6 

61.9 

60.2 

53.0 

38.1 

30.0 

26.0 

25.8 

21.2 

12.9 

6.1 

5.3 

5.5 

0 20 40 60 80

残業や休日勤務の制限または禁止

就業時間の短縮

定期的な面談

本人の状況に応じた業務内容の調整

出張・外出の制限（内勤を原則とした）

復職者の同意の下、…

通院のための休暇の保障

給与やキャリアパス等の…

変則勤務（休職等の前）から…

給与やキャリアパス等の…

事業場外資源との連携

雇用形態の変更

その他 (%)

復職者同意の下、主治医からの情報や意見の収集
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給与やキャリアパス等の処遇変更を伴わない異動

変則勤務から定時勤務への変更

給与やキャリアパス等の
処遇変更を伴う職種等の変更

n = 457
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まとめ

• 9割以上の企業に休職制度がある

•休職制度がある企業のうち6割の企業に休職者いる

→半数以上の企業で、休職者の7割以上が復職

•休職期間中、復職後の措置ともに「定期的な面談」
の選択率が高い

→休職者（復職者）の状況把握や、面談の実施を
重要と考えていることを示唆
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